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1. はじめに 

日本の宇宙産業の国家方針は、①国家の基幹産業として維持・成長を目指す、②政府支援

の下で成長を目指す、②国際競争力の強化、新たな需要の創出により、産業としての活性

化を目指すといった 3 つの点に集約される。3 つ目の産業としての活性化はこれまでにない

新たな国家方針であり、日本の宇宙産業は新たなステージへの移行期にある。ただ、実現

に向けた産業としてのロードマップ及びその実現性の検証については、十分に言及されて

おらず、客観的かつ論理的な視点から今後の産業としての活性化の可能性を分析すること

が求められる。同時に、近年、イノベーションを創出することの重要性は益々増大し、イ

ノベーションを効果的・効率的に生み出すための研究が近年盛んに行われている。多くの

研究者の間で明確に認識されているように、イノベーションは新規価値創出、競争優位性

確保のための有効な戦略である。 

本研究では、宇宙情報産業の中でも衛星機器産業に焦点を当て、イノベーション・マネジ

メント理論の面から産業構造を捉え、イノベーション創出に向けた技術開発マネジメント

のあり方を研究することを目的としている。 

 

2. 日本の衛星機器産業における産業競争力強化の可能性 

まず、日本の衛星機器産業が今後産業として活性化するための必要条件である産業競争力

強化の可能性について評価を行った。 

衛星機器は製品特性として、技術開発リスク、事業リスクが極めて大きく、従って世界的

に政府主導になりやすい。日本の衛星機器産業の事業規模は、国家の宇宙開発予算と同じ

傾向で減少しており、国内官需のみでは産業として成立することが困難にも関わらず、海

外市場の開拓はほとんど進んでいない。日本の衛星機器産業は、技術実証衛星の開発・打

上が中心となっており、現状では欧米事業者が、開発投資、技術実績、市場実績の面で、

強い競争力を保有している。このため、日本の衛星機器産業は完全にハイリスク・ローリ

ターン事業となっており、現状として産業として活性化しているとは言い難い。 

日本の衛星機器産業が産業として活性化するためには、産業競争力を高めていくことが必

要である。 

衛星機器産業の産業競争力に影響を与える要因は、①国としての産業方向性の明確化及び
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強いリーダーシップ、②先端的技術開発、③ユーザーニーズを反映したミッション提案、

④確立された衛星バス（統合化技術の蓄積・実績の確保）、⑤産業で求められる高い信頼性

や、開発期間・コストの低減を実現する産業化技術への取り組みの 5 つである。 

特に、安定した機能の実現、信頼性の獲得、開発コスト・期間の低減といった産業として

の要求を満たすためには、衛星バスの確立が必要である。また、産業で求められる高い信

頼性や、開発期間・コストの低減を実現する産業化技術への取り組みにおいては、これま

での製造・運用実績の影響が大きく、同時に、衛星バスの確立は、信頼性の獲得や開発期

間の短縮につながる。 

日本の衛星機器産業に対する国家の方向性は明確になっておらず、強いリーダーシップに

よる推進が充分にできているとは言いがたい。日本の衛星開発方針は、先端的な技術開発・

実証に主眼が置かれているため、先端技術は確保される一方で、ユーザーニーズの反映や

衛星バスの確立につながる開発になっていない。 

日本の衛星機器産業は、統合化知識を蓄積した衛星バスの確立によって、安定した機能を

高い信頼性で発揮することや、衛星バスを製品プラットフォームとして、設計・製造を効

率的に進めることへの対応ができていない。衛星の設計・製造プロセスにおける産業化技

術（コスト、開発期間、信頼性）への取り組みも不十分であり、衛星バスが確立されてい

ないことの影響も大きい。これらは、これまでの開発・運用実績の差にも起因している。 

この結果、現在のアーキテクチャに沿った持続的イノベーションによって競争力が向上す

る可能性は低く、新たなアーキテクチャへの変革など新たな戦略シナリオが必要である。 

 

3. 小型衛星産業における破壊的イノベーション・ダイナミクスモデル 

この新たなアーキテクチャへの変革において、小型衛星が大型衛星に対する破壊的イノベ

ーションであり、その産業構造に変化をもたらしていることを分析した。 

小型衛星は、衛星のアーキテクチャ、開発手法が大型衛星とは異なるため、低コスト・短

期間での開発が可能である、打上・運用コストが低い、低い初期投資とリスクによって参

入障壁が低いといった大型衛星にはない強みを持っている。小型衛星の開発主体は、大型

衛星とは異なっており、ベンチャー企業や大学が主体となっている。 

Surrey Satellite Technology Ltd. (SSTL) は、従来の衛星とは異なるマイクロ衛星プラットフ

ォームの開発を基に市場に参入し、、①航空宇宙・IT 産業で既に開発された技術の統合、②

技術の再利用の徹底、③汎用部品の活用、④極めて高い信頼性にこだわり過ぎない、⑤大

学や研究機関とのアライアンスといった、これまでの大型衛星開発事業者とは異なる戦略

により、コスト低減、短期開発を実現している。 

SSTL は、まず宇宙後進国からの衛星受託開発により、災害監視衛星及び地球観測衛星を

打ち上げてきた。これらの国々の初期の目的は衛星の保有であり、従って宇宙先進国と比

較して要求する性能水準は厳しくない。これらの国々は、数億円のコストで、自前の衛星

を保有することができる。この新しい市場は既存の大規模衛星の手がけている市場とは異
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なり、価格と利便性が評価された新市場型破壊である。次に、光学センサーを用いた地球

観測衛星において、小型衛星の近年の性能向上は著しく、顧客ニーズを満たせる地表分解

能を達成することで、中・大型衛星分野をローエンドから破壊している。また、小型衛星

の優位性が活かせるコンステレーション技術を積極的に導入することで、宇宙後進国を中

心とした 7 ヶ国コンソーシアムの DMC プロジェクトによる新市場型破壊、ドイツ RapidEye

社からの商業用地球観測マイクロサット 5 機の衛星バス受託によるローエンド型破壊を進

め、欧州 GPS ガリレオ計画を基点に上位市場への進出を進めている。 

これまでの SSTL による小型衛星開発に基づく破壊的イノベーションは技術、衛星バスの

開発を基盤にして有機的に結びついており、破壊的イノベーション・ダイナミクスモデル

として提案できることを示した。 

 

4. 日本の衛星機器産業の産業ロードマップに関する研究 

日本の衛星機器産業が産業として活性化するための産業化シナリオの策定、シナリオを実

現するための各主体の役割・機能、アクションプランについて研究を行った。 

短期的には、官公庁ニーズの集約によるユーザーニーズ対応力の強化、衛星バスの確立を

進めることで、三菱電機、NEC など既存事業者にて大型衛星分野での産業化衛星の確立を

目指す。 

中長期的には、既存事業者を支援することで、まずは“先進小・中型衛星アーキテクチャ”

の開発を行い、開発期間・開発コストの優位性を高め、次に大型衛星並みの性能を実現す

ることで、欧米等の事業者に対する破壊的イノベーションを生み出す。同時に、大学・研

究機関、新興事業者によって、多彩なアイデアを活用した新たなアーキテクチャ開発が推

進される仕組みを構築し、国家が積極的にインキュベートすることで、次世代の破壊的イ

ノベーションのシーズとする。 

シナリオの実現のためには、プラットフォーム基盤確立が必須であり、オールジャパン体

制で推進する。国家は要素技術・部品 DB を統合的に構築する役割が期待される。既存事業

者は、技術実証衛星で培った高信頼性技術、システム化技術を積極的に活用すると同時に、

大学・研究機関、新興事業者によって検証された民間技術・部品を積極的に導入すること

が求められる。大学・研究機関、新興事業者は、民間技術・部品を積極的に活用すること

で、実証実験の役割を担う。 

本研究で提案する産業化シナリオは、技術視点ではなく、産業化の視点から策定されてお

り、産業としての活性化を実現するための各主体の産業における立ち位置、役割を明確に

する共通のシナリオとして活用することが可能である。 

各主体のアクションプランとして、国家は宇宙開発戦略本部に責任と権限を明確に与えた

上で、一元的に衛星産業を推進していくべきである。特に需要情報の集約によって効率的

なミッションを生み出し、開発を受託する事業者のユーザーニーズへの対応力を強化させ

るべきである。中長期的には、予算配分の最適化と同時に、国家レベルでの情報収集力の
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強化、技術・製品開発情報の集約化を行うべきである。既存事業者は、外部収益を獲得す

るために、ターゲット市場のユーザーニーズにあった提案、高機能を高い信頼性で安く早

く実現できる衛星バスの確立、提案したミッションに対応した先端ミッション機器、土台

となる技術開発に一貫性を持った戦略立案を行うことで、先進小・中型衛星アーキテクチ

ャをベースにした事業戦略を進めるべきである。大学・研究機関、新興事業者は、国家に

対して新たな衛星アーキテクチャの提案を実施することが必要であり、開発目的、アーキ

テクチャの独自性・優位性、将来の発展性、プラットフォーム基盤への寄与を具体的に指

し示すべきである。 

各主体は産業化シナリオの考え方を共有化し、進捗状況の確認、事業環境に基づく改善を

適宜進めることで、効果的に推進することが求められる。 

本研究では、日本の衛星機器産業をイノベーション・マネジメント理論の視点から客観的

かつ中立的に行った点にも大きな特徴がある。 

 

 

以上 

 


